
平成１７年３月３日判決言渡　同日原本領収　裁判所書記官
平成１６年（行ウ）第９号　更正賦課決定取消請求事件
口頭弁論終結の日　平成１６年１２月６日
　　　　　　　　　　　判　　　　　　　　決
　　　　　　　　　　　主　　　　　　　　文
　１　被告が，原告に対し，平成１４年１２月１３日付けでした原告の平成１２年分所得税

の更正処分（ただし，平成１５年３月２５日付け異議決定によって取り消された後の
もの）のうち申告額を超える部分及びこれについての過少申告加算税賦課決定処
分をいずれも取り消す。

　２　原告のその余の請求をいずれも棄却する。
  ３　訴訟費用はこれを４分し，その３を被告の，その余を原告の各負担とする。
                      事実及び理由
第１　原告の請求
　１　主文１項と同旨 　
　２　被告が，原告に対し，平成１４年１２月１３日付けでした原告の平成１１年１月１日か

ら同年１２月３１日まで，平成１２年１月１日から同年１２月３１日まで及び平成１３年
１月１日から同年１２月３１日までの各課税期間分の消費税及び地方消費税の各
更正処分のうち申告額を超える部分並びに消費税及び地方消費税の過少申告加
算税の賦課決定処分をいずれも取り消す。

第２　事案の概要
本件は，被告が，①原告所有地についての土地賃貸借契約が合意解約される際

に，賃借人から原告に無償で提供された同土地上の建物等の利益（以下「本件建物
利益」という。）が不動産所得に当たるとして，原告の平成１２年分所得税について更
正処分及び過少申告加算税賦課決定処分（以下，両者を併せて「本件所得税課税処
分」という。）を行い，②原告所有の集合賃貸住宅の敷地内に設けられた駐車場の収
入（以下「本件駐車場収入」という。）及び後記の教会からの賃料収入（以下「本件教
会賃料」という。）はいずれも消費税及び地方消費税（以下，両者を併せて「消費税
等」という。）の課税対象売上げ（以下「課税売上げ」という。）に当たるとして，原告の
前掲各課税期間の消費税等について更正処分並びに過少申告加算税賦課決定処
分（以下「本件消費税等課税処分」といい，「本件所得税課税処分」を併せて「本件各
課税処分」という。）を行ったのに対し，原告が，①本件建物利益は一時所得に当た
り，②本件駐車場収入は住宅の貸付けによる収入に当たり，本件教会賃料はその敷
地の貸付けに対する地代であって，いずれも課税売上げに当たらないと主張して，本
件各課税処分（ただし，本件所得税課税処分については異議決定により一部取消後
のもの）のうち，申告額を超える部分の取消しを求めた抗告訴訟である。
１　前提事実（当事者間に争いのない事実等）

(1)　原告による確定申告から本訴提起に至る経緯
ア　所得税について

原告の平成１２年分所得税について，原告のした確定申告，異議申立て及
び審査請求並びに被告のした本件所得税課税処分（更正等）及び異議決定
の経緯は，別表１－１のとおりである。

イ　消費税等について
原告の平成１１年分ないし平成１３年分消費税等について，原告のした確

定申告，異議申立て及び審査請求並びに被告のした本件消費税等課税処分
（更正等）及び異議決定の経緯は，別表１－２のとおりである。

ウ　本訴の提起
原告は，被告による上記各異議決定を不服として，平成１５年４月２４日，

国税不服審判所長に対して審査請求をしたが，３か月を経過するも，審査裁
決がなされなかったため，平成１６年１月２７日，国税通則法１１５条１項１号に
基づき，当裁判所に本訴を提起した。

その後，国税不服審判所長は，同年３月２４日，原告の審査請求をいずれ
も棄却するとの裁決をしている（乙５）。

(2)  原告による建物譲受けの経緯
ア　原告は，不動産賃貸業等を営んでいるところ，昭和５２年ころ，株式会社Ａ

（以下「Ａ」といい，その代表者のＢを以下「Ｂ」という。）を立会人として，Ｃ株式
会社（以下「Ｃ」という。）との間で，別紙物件目録１，２記載の各土地（以下「本
件高針土地」という。）を，仮設モーターショップ及びモータープールの用地とし



て一時使用目的で賃貸する旨の契約を締結した。Ｃは，同地上に同目録３記
載の建物（以下「本件建物」という。）を建築して，高針店として営業を開始し
た。

その後，原告とＣとは，上記契約を更新してきたところ，平成１２年４月３０
日，賃貸期間を平成１２年５月１日から平成１５年４月３０日までの３年間とし，
賃料は１か月６２万円とする旨の「借地一時使用契約」（以下「本件賃貸契約」
という。乙１）を締結（契約更新）した。

イ　Ｃは，平成１２年８月ころ，高針店を閉鎖して業務を縮小すべく，原告に対し
て，本件賃貸契約の中途解約について協議を申し入れ，同年９月５日付け
で，これに関するＣ側の基本方針を内容とする文書（以下「本件申入文書」と
いう。乙９）を作成し，原告に交付した。

本件申入文書は，Ｃが，①本件建物における営業を平成１２年９月末日をも
って休止し，同年１０月中旬には閉店する予定であること，②平成１３年２月分
までは現行の賃料を支払うが，その間に新賃借人が現れたときは，本件建物
を新賃借人に譲渡したいと思っていること，③平成１３年１月末日までに新賃
借人が現れないときは，原告の指示に従い本件高針土地を明け渡すつもりで
あることを内容としている。

ウ　その後，中古車買取販売業者である株式会社Ｄ（以下「Ｄ」という。）が本件
高針土地を本件建物付きで借り受けたいと申し入れてきたため，原告及びＣ
は，平成１２年１１月１４日，①本件賃貸契約を同月１５日限り解約すること，
②原告は，支払済みの同月分の賃料６２万円のうち解約日以降の賃料に相
当する３１万円及び保証金１０００万円をＣに返還すること，③Ｃは，本件建物
（付属建物（油庫），構築物（門扉・塀・舗装等）及び広告塔を含む。）を原告に
無償譲渡することなどを内容とする中途解約の合意をした（以下「本件合意」
といい，その合意書を「本件合意書」という。乙２）。

(3)　原告による集合住宅及び駐車場の賃貸
原告は，次のとおり，その所有する集合住宅に駐車場を設けて賃貸している。

ア　「Ｅ」
　　　　所　在　名古屋市名東区大針○丁目○番地（敷地面積約４７６平方メートル）
　　　　戸　数　６戸
　　　　建　物　２階建て（各階３戸）
　　　　駐車場  ６台分

イ　「Ｆ」
　　　　所　在　名古屋市名東区大針○丁目○番○，同○丁目○番○（敷地面積合計約

１６１０平方メートル）
　　　　戸　数　１０戸
　　　　建　物　３棟（１街区４戸，２街区３戸，３街区３戸）
　　　　駐車場  １１台分

ウ　「Ｇ」
所　在  名古屋市名東区新宿○丁目○番地
戸　数　８戸
建　物  ２階建て
駐車場　５台分

エ　「Ｈ」
所　在  名古屋市名東区松井町○番地
戸　数　１０戸
建　物  ２階建て
駐車場　２台

(4)　原告とＩ教会との間の賃貸借契約
ア  原告は，別紙物件目録４記載の土地（以下「本件松井町土地」という。）を所

有していたところ，同土地上に，昭和６２年１２月２２日，同目録５記載の礼拝
所（以下「本件教会」という。）が新築された（ただし，当時の床面積は，１階１１
０．１３平方メートル，２階２８．５６平方メートルであり，その後，平成６年７月１
５日に一部が取り壊され，平成７年２月１９日に増築された結果，本件建物の
床面積は，１階１９０．９３平方メートル，２階６９．２５平方メートルにそれぞれ
増床されている。）。



本件教会は，当初，原告名義で所有権保存登記されたが，いずれも真正な
登記名義の回復を原因として，同年５月３０日，Ｉ教会（非法人）の牧師であるＪ
（以下「Ｊ」という。）に対する所有権一部（持分５分の４）移転登記が，さらに，
平成１５年１１月１８日，Ｊに対する原告持分（持分５分の１）全部移転登記がさ
れている（甲７）。

イ  原告は，昭和６２年９月１１日付けで，Ａを立会人として，Ｉ教会との間で，①原
告は，その所有する本件教会をＩ教会に賃貸すること，②賃料は月額２５万円
とすること，③Ｉ教会は，原告の書面による承諾なくして本件教会の原状を変
更してはならないことなどを内容とする「建物賃貸借契約書」を取り交した（甲
８）。

原告は，平成１０年ないし平成１４年の各課税期間において，Ｉ教会から支
払われる本件賃料収入を課税売上げとして申告し，また，所得税の申告に当
たり，本件教会の取得価額８００万円を減価償却して，それを必要経費に計上
している（乙８の１ないし５）。

(5)　関係法令等の抜粋
ア　所得税法

２条１項２１号　各種所得　第２編第２章第２節第１款（略）に規定する利子所
得，配当所得，不動産所得，事業所得，給与所得，退職所得，山林所
得，譲渡所得，一時所得及び雑所得をいう。

２６条１項　不動産所得とは，不動産，不動産の上に存する権利，船舶又は航
空機（以下この項において「不動産等」という。）の貸付け（地上権又は永
小作権の設定その他他人に不動産等を使用させることを含む。）による
所得（事業所得又は譲渡所得に該当するものを除く。）をいう。

３４条１項　一時所得とは，利子所得，配当所得，不動産所得，事業所得，給
与所得，退職所得，山林所得及び譲渡所得以外の所得のうち，営利を
目的とする継続的行為から生じた所得以外の一時の所得で労務その他
の役務又は資産の譲渡の対価としての性質を有しないものをいう。

３５条１項　雑所得とは，利子所得，配当所得，不動産所得，事業所得，給与
所得，退職所得，山林所得，譲渡所得及び一時所得のいずれにも該当
しない所得をいう。

イ　消費税法
２条１項８号　資産の譲渡等　事業として対価を得て行われる資産の譲渡及

び貸付け並びに役務の提供（略）をいう。
４条１項　国内において事業者が行つた資産の譲渡等には，この法律により，

消費税を課する。
６条１項　国内において行われる資産の譲渡等のうち，別表第１に掲げるもの

には，消費税を課さない。
別表第１

１号　土地（土地の上に存する権利を含む。）の譲渡及び貸付け（一時的に
使用させる場合その他の政令で定める場合を除く。）

１３号　住宅（略）の貸付け（略）
ウ　消費税法施行令

８条　法別表第１第１号に規定する政令で定める場合は，同号に規定する土
地の貸付けに係る期間が１月に満たない場合及び駐車場その他の施設
の利用に伴つて土地が使用される場合とする。

エ　消費税法基本通達
        （住宅の貸付けの範囲）

６－１３－１
法別表第１第１３号《住宅の貸付け》に規定する「住宅の貸付け」には，

庭，塀その他これらに類するもので，通常，住宅に付随して貸し付けられる
と認められるもの及び家具，じゅうたん，照明設備，冷暖房設備その他これ
らに類するもので住宅の附属設備として，住宅と一体となって貸し付けられ
ると認められるものは含まれる。

なお，住宅の附属設備又は通常住宅に付随する施設等と認められるも
のであっても，当事者間において住宅とは別の賃貸借の目的物として，住
宅の貸付けの対価とは別に使用料等を収受している場合には，当該設備
又は施設の使用料等は非課税とはならない。



        （駐車場付き住宅の貸付け）
６－１３－３（以下「本件通達」という。）

駐車場付き住宅としてその全体が住宅の貸付けとされる駐車場には，一
戸建住宅に係る駐車場のほか，集合住宅に係る駐車場で入居者について
１戸当たり１台分以上の駐車スペースが確保されており，かつ，自動車の
保有の有無にかかわらず割り当てられる等の場合で，住宅の貸付けの対
価とは別に駐車場使用料等を収受していないものが該当する。

２  本件の争点
(1)　本件建物利益の所得区分

本件建物利益は，原告の不動産所得（被告の主位的主張）ないし雑所得（被
告の予備的主張）に当たるか，それとも一時所得（原告の主張）に当たるか。

また，そもそも被告が上記予備的主張を追加することは許されるか。
(2)　本件駐車場収入の消費税等課税売上げ該当性

具体的には，本件駐車場収入が「住宅の貸付け」による収入に当たる（原告
の主張）か否か（被告の主張）。

(3)　本件教会賃料の消費税等課税売上げ該当性
具体的には，Ｉ教会と原告との契約は，建物賃貸借契約（被告の主張）か，そ

れとも土地賃貸借契約（原告の主張）か。換言すれば，本件教会の所有者（ただ
し，Ｉ教会による増築後は持分権者）は原告（被告の主張）か，それともＪ（原告の
主張）か。

３　争点に関する当事者の主張
(1)　争点(1)（本件建物利益の所得区分）について

　　（被告）
ア　主位的主張－不動産所得

(ア)　所得税法２６条１項は，「不動産所得とは，不動産，不動産の上に存する
権利，船舶又は航空機（以下この項において「不動産等」という。）の貸付け
（地上権又は永小作権の設定その他他人に不動産等を使用させることを含
む。）による所得（事業所得又は譲渡所得に該当するものを除く。）をいう。」
と規定しているところ，①「不動産等の貸付けによる所得」とされて「不動産
等の貸付けの所得」とされていないこと，②地上権又は永小作権の設定な
どによる所得を含むこと，③いわゆる権利金が，「通常，それは賃貸人が賃
借人に対して一定の期間不動産を使用収益させる対価の一部として支払
いを受ける一時の所得である」ことを根拠として，不動産所得に当たると解
されていること（最高裁判所昭和４５年１０月２３日第二小法廷判決・民集２
４巻１１号１６１７頁）などに照らせば，単に不動産等を貸し付けて得られる
賃貸料のみを対象とするものではなく，頭金，名義書換料，更新料，収益の
補償として受け取る補償金等，不動産の貸付けの開始から終了までの間
に不動産等を使用させた対価として得られるすべての収入（経済的利益）を
含むものと解される（なお，昭和３４年の所得税法改正により，権利金のうち
一定の要件に該当するものは，譲渡所得として取り扱われることとなった
（同法３３条，同法施行令７９条等）。）。

そして，所得税法施行令９４条１項２号は，不動産所得を生ずべき業務に
関し，「当該業務の全部又は一部の休止，転換又は廃止その他の事由によ
り当該業務の収益の補償として取得する補償金その他これに類するもの」
につき，「その業務の遂行により生ずべきこれらの所得に係る収入金額に
代わる性質を有するものは，これらの所得に係る収入金額とする。」と定
め，「不動産等の貸付けによる所得」には，他人に一定の期間不動産等を
使用させることによって得られる収益に代わる性質を有する補償金等も含
まれることを明らかにしている。また，アパート，マンション，貸事務所などの
入居者から支払われた共益費や実費弁償金なども不動産所得に当たると
されており（大蔵税務協会発行の「確定申告の手引」），不動産貸付け業務
に付随する収入も含まれると解される。

(イ)　しかるところ，以下のとおり，本件建物の無償譲受けは，原告とＣとの間
で，本件賃貸契約の解除契約の一内容としてなされたものであり，その経
緯からすれば，①平成１３年２月分までの６か月分の賃料支払約束と②本
件建物の取壊しに代えて，本件無償譲受けがなされたものであるところ，そ
のうち，①の賃料支払に代わる性質を有する部分は不動産所得に当たり，



②の収去義務を免れることに代えた部分は不動産所得に当たらないが，両
者の範囲を区別することが困難であるため，全体として不動産所得に当た
ると解すべきである。すなわち，
ａ　本件賃貸契約は期間の定めのある賃貸借契約であったから，解約権を

留保していなかった借主であるＣは，定められた契約期間の拘束を受け
ており，同契約を中途解約するためには，合意解約する以外に手段はな
かったところ，高針店の採算性に問題があったことから，平成１２年１０月
中に閉鎖撤退することを決定し，原告に対し，４か月分の賃料の支払の
提示と本件建物の買取りの打診を試みた。

これに対し，原告は，双方で新たな借主を探すことを前提として中途解
約に応ずる意向を示したものの，６か月分の賃料の支払を求めるととも
に本件建物の買取りを拒絶した。

この６か月分の賃料は，原告からみれば，本来賃貸借期間は３年間で
あるのに，約定に反して２年以上を残して契約の解除を申し込まれてい
るのであるから，違約金あるいは本件賃貸契約に係る賃料収入を得られ
なくなる損失の補償としての意味を持つものと考えられる。

ｂ　その後，双方の協議を経て，Ｃは，平成１２年９月５日付けで，本件申入
文書を作成し，原告に交付したところ，同文書には，①Ｃが平成１３年２
月分までの賃料を支払うこと，②本件建物は，同年１月末までに，新賃
借人が現れたときには，新賃借人に譲渡することを希望すること，③上
記期限までに新賃借人が現れないときは，本件建物の処理について原
告の指示に従い，本件高針土地を明け渡すこと，以上の内容が記載され
ている。

このように，Ｃが，原告の要求を全面的に受け入れたのは，前記のと
おり，原告が合意解約に応じない限り，本件賃貸契約は存続し，Ｃが賃
料支払義務を免れることはできないところ，Ｃとしては，解約申入れから
わずか２か月後である平成１２年１０月には営業所を閉鎖することを決定
していた以上，できるだけ早期に合意解約を成立させたいという希望が
強かったからにほかならない。そして，平成１３年２月分までの賃料支払
約束部分は，本件賃貸契約を解消する条件として盛り込まれたものであ
り，いわば違約金ないし損失保証金として支払う旨申し込まれたものと考
えられる。

ｃ　しかし，その後，Ｄが本件高針土地を借り受け，本件建物をそのまま使
用したい旨申し出たため，原告は，本件建物の取壊し要求を撤回し，こ
れをそのまま残すことを認める方針に変更し，平成１２年１１月１４日，Ｃ
との間で本件合意をしたものである。

そこにおいては，従前，平成１３年２月分までの支払が検討されていた
賃料相当額について，これを支払わない（既に支払済みの平成１２年１１
月分についても半額を返還する。）代わりに，本件建物を無償譲渡するこ
とが合意されている。

ｄ　したがって，本件建物の無償譲受けは，原告が，Ｃとの合意解約によっ
て生ずる損失を回避し，速やかに原告が新賃借人であるＤとの賃貸借契
約を締結できるような形態で本件賃貸契約を解約するためにとられた措
置であり，本件合意の一内容をなすものである。このことは，本件合意書
をの文面を起案したＫ株式会社の社員であるＬが，同書面の１条は，２条
以下の条項の内容を条件としていると考えている旨供述していることから
も明らかである。

このような経緯によれば，当初，本件賃貸契約の合意解約に応ずる条
件として，原告がＣに要求していた６か月分の賃料の支払は，原告から
みれば，本件賃貸契約の中途解約による違約金として，あるいは，解除
に応じた場合に賃料収入を得られなくなるという損失の補償としての意
味を持つものであって，不動産貸付け業務に付随する収入であり，仮に
これが支払われれば，不動産所得に当たると認められるものである。し
たがって，本件建物利益も，上記６か月分の賃料の支払に代えて本件合
意の内容とされたもの，あるいは，本件合意に基づいて得られたもので
あり，原告の不動産貸付業務に付随する収入であるから，６か月分の賃
料同様不動産所得に当たるというべきである。

(ウ)  この点について，原告は，本件建物利益が一時所得に当たると主張する



が，一時所得は，営利を目的とする継続的行為から生ずる所得以外の所
得で，労務その他の役務又は資産の譲渡の対価たる性質を有しない，臨
時的，偶発的に発生する所得であるところ，本件建物の無償譲受け自体
は，一見すると一時的・偶発的であるが，実質的には，本件賃貸契約の中
途解約及び保証金の全額返還等を容認する見返りに得た所得であり，同
契約の終了に当たって，権利関係を清算するために行われたものであると
ころ，不動産の賃貸借契約の終了に当たって，権利関係を清算することは
偶発的なことではなく，むしろ，継続的，恒常的なことであるから，本件建物
利益は一時所得には当たらない。

イ　予備的主張－雑所得
(ア)  仮に，本件建物利益が不動産所得に該当しないとしても，所得税法３５

条１項は，「雑所得とは，利子所得，配当所得，不動産所得，事業所得，給
与所得，退職所得，山林所得，譲渡所得及び一時所得のいずれにも該当
しない所得をいう。」と定めているところ，前記のとおり，本件建物利益は一
時所得に該当せず，また，利子所得，配当所得，事業所得，給与所得，退
職所得，山林所得，譲渡所得のいずれにも該当しないことも明らかである
から，雑所得に当たることになる。

(イ)　なお，原告は，被告による予備的主張の追加が許されないと主張する
が，一般に，更正処分取消請求訴訟における理由の差替えは，これを認め
たのでは，青色申告に対する更正処分の理由附記制度を全く無意義ならし
めるような場合，若しくは，これを認めることが納税者の正当な利益を害す
るような特段の事情がある場合以外は広く認められる（最高裁判所昭和５６
年７月１４日第三小法廷判決・民集３５巻５号９０１頁）ところ，本件におい
て，被告が本件建物利益が雑所得に該当するとの予備的主張を追加した
としても，主位的主張と予備的主張には，基本的な課税要件事実の同一性
があり，また，所得金額及び納税額を変更するものではない。したがって，
納税者の正当な利益を害するような特段の事情がある場合には当たらな
いから，上記予備的主張の追加（理由の差替え）が許される。

    （原告）
　被告の主張は争う。
ア　不動産所得の非該当性

(ア)　不動産所得とは，不動産の貸付けによる所得であるから（所得税法２６
条１項），賃料収入，使用料相当損害金，違約金等の不動産の果実と評価
されるべきものに限定される。

しかるところ，本件建物の無償譲受けは，後記のとおり，本件建物の取
壊し費用の支出を避けたいとのＣの意向を慮り，これに応じた結果，行われ
たにすぎず，被告の主張するように，本件賃貸契約を合意解除する前提，
条件又は要求などに基づくものではなく，また，６か月間の賃料の支払に代
わるものとか，中途解約及び保証金の全額返還等を容認する見返りに得た
ものとか，平成１３年２月分までの賃料支払約束と本件建物の取壊しに代
えてなされたものではないから，本件建物利益が，不動産の賃料収入でな
いことはもちろん，不動産の果実として評価できるものでないことは明らか
であり，不動産所得に該当しない。

なお，被告は，その主張を立証すべく，実質的な陳述書である「聴取書」
（乙１０ないし１２）を提出しているにもかかわらず，その作成者の証人申請
をしていない。その理由は，原告による反対尋問を行うと都合が悪いからと
しか考えられない。このような書証の提出は，信義則に反し公平性を欠くか
ら，却下されるべきである。

(イ)　被告は，賃貸借契約を契約期間の途中で合意解約すれば，賃貸人は，
賃借人に対し，残存契約期間に対応する賃料相当損害金請求権を取得す
るがごとき主張をしているが，全く誤りである。合意解約すれば，契約は終
了するのであるから，残存契約期間について賃料相当額の損害金請求権
が発生することはない。また，被告の主張のとおりであれば，賃貸借契約が
合意解約された場合に，その後，新賃借人が見付からないとすれば，賃料
相当額の損害が生じることになるが，これが法律上の損害でないことは明
らかであり，まして，旧賃借人に対して請求できる損害であると解する余地
はない。被告の主張は，被告が勝手に創作した事実ないし幻影に基づく主



張にすぎない。
(ウ)　被告は，さらに，所得税法施行令９４条１項２号を引用して本件建物の無

償譲受けにより，原告が受けた経済的利益は，不動産の貸付け業務に付
随した所得であるとも主張する。

しかしながら，同号は，不動産所得を生ずべき業務の休廃止等によって
失われた収益の補償として受け取った補償金などで，当該業務の遂行によ
って生ずる収入金額に代わるものについては，不動産業務の付随収入とし
て不動産所得の収入金額に算入するというものであって，その対象は不動
産の貸付け業務に直接の関連性のあるものに限られる。そして，大蔵税務
協会発行の「確定申告の手引」においても，入居者からの水道光熱費や共
益費の支払を受けた場合，貸付け建物を破損した場合の実費弁償金，解
除に伴い明渡しが遅滞した場合における損害賠償金などが付随収入に当
たると解されているが，合意解約に伴う借地上の建物の無償譲受けが，不
動産の貸付け業務と直接関連すると解する余地はない。

(エ)  なお，被告は，所得税法２６条が「不動産等の貸付けによる所得」と規定
していて，「不動産等の貸付けの所得」と規定していないことを根拠に，不
動産等の貸付けの開始から終了までに係る所得を含むものであると主張
する。しかしながら，日本語としての「貸付けによる所得」と「貸付けの所得」
は，表現が異なるだけで，同一の内容を意味しているとしか考えられないか
ら，上記主張は理解不能であり，また，不動産等の貸付けの開始に際して
授受される権利金が譲渡所得となる場合があるとの主張とも矛盾してい
る。

また，被告が，不動産所得に当たると主張する頭金，名義書換料，更新
料，収益の補償として受け取る補償金等は，すべて不動産の果実として評
価し得るものであるから，一見すると，被告は原告の上記主張を争っている
ように見えるが，実質的には原告の主張が正当であることを認めているも
のである。

(オ)　もともと，被告のＭ上席国税調査官は，平成１４年７月２２日，原告及び
税理士からの説明に納得して一時所得として申告することを了解したもの
の，同年８月６日，一方的に前回の発言を撤回する，あの発言はなかった
ものとして取り消すと述べ，同年１１月１４日，Ｎ特別国税調査官とともに，
原告に対して，具体的な否認の理由を示すことなく，修正申告書の提出を
半ば強要したものである。

その後も，被告は，本件更正処分等や異議決定においては，「借地一時
使用契約の解約と本件建物等の無償譲渡は一体であり，不動産所得の業
務に関して本件建物等の無償譲渡という経済的利益を得たもの」と主張し，
被告第１準備書面では，「本件無償譲受けによって，原告が得た経済的利
益は，本件土地の賃貸契約を終了するに当たり，権利関係を清算するため
に受けたものであり，……不動産等貸付けによる所得に該当する」と主張
し，被告第４準備書面では，「本件建物の無償譲渡は，６か月分の賃料の
支払に代えて行われたもので，当該賃料の支払は中途解約による違約金
あるいは損失の補償金であるから，不動産所得に該当する」と主張するな
ど，一貫しない。

このように，被告は，一方的に原告の申告を否認するだけでその主張に
耳を傾けようとせず，不誠実な態度をとり続け，その間何度も否認の理由を
変更，訂正，追加するなどして今日に至っているのであり，このことは，本件
各処分が法律上の根拠なくなされたことの証左である。

イ  一時所得の該当性
一時所得は，利子所得，不動産所得等の所得に該当しないもののうち，営

利を目的とする継続的行為から生じた所得以外の一時の所得で労務その他
の役務又は資産の譲渡の対価としての性質を有しないものをいうとされてい
る（所得税法３４条１項）とおり，利子所得から譲渡所得までの個別の所得に
該当しない一時的・偶発的な所得を指す。

ところで，平成１２年７月，Ｏのリコール隠しが発覚し，名古屋地区における
販売会社であるＣも，高針店における営業を断念して撤退することになった。
原告は，Ｃとは昭和５２年からの長い付き合いであり，Ｃの置かれている状況
も報道等から知っていたので，協議の上，本件建物を撤去する費用を節約で



きるように，Ｃが原状回復に代えて本件建物の無償譲渡をすることになったの
である。原告は，これによって，本件建物の価値相当額の所得を得たが，当
該所得は，上記のとおり，不動産所得に当たらず，しかも，原状回復義務の履
行に代えて建物等の無償譲渡を受けることは，土地の賃貸借契約において通
常必ず行われることではなく，異例の取扱いであるから，上記所得は一時的
かつ偶発的な所得に当たり，一時所得に該当する。

この点について，被告は，不動産賃貸借契約の終了に当たって権利関係を
清算することは，一時的なことでも偶発的なことでもないから，本件建物利益
は一時所得に当たらず，したがって不動産所得に当たると主張するが，通常，
清算は，継続的契約関係を終了するために行われるものであって，清算に伴
って新たな所得が生じることはなく，清算に伴って具体的に何を原因として所
得が生じたかが議論されるべきであるし，所得税法の規定からすれば，不動
産所得該当性が否定されて初めて一時所得該当性が問題となるはずである
から，一時所得に該当しないことを理由に不動産所得に該当すると判断され
ることはあり得ない。

ウ　雑所得の非該当性
(ア)　所得税法１５５条２項は，青色申告の場合，更正処分をしようとするとき

は理由を附記しなければならないと規定しているところ，更正処分に理由附
記の瑕疵があるときは，その後の不服審査手続において処分理由が明ら
かにされても，処分の瑕疵は治癒されない。もっとも，被告の引用に係る最
高裁判所昭和５６年７月１４日第三小法廷判決は，当該事案に限って理由
の差替えを認めたが，当該事案は取得価額に関する主張の変更を認めた
にすぎず，常に理由の差替えを認めたものではない。

しかるところ，本件建物利益が雑所得に該当するとの被告の予備的主張
の追加は，所得税法２６条が適用されるとの主張に同法３５条が適用され
るとの主張を追加するものであり，根拠法条を変更するものであって違法な
理由の差替えに当たるから，許されるものではない。

(イ)　仮に，理由の差替えが許されるとしても，被告は，本件建物等の無償譲
渡による所得は，原告が営利を目的として継続的に行っている不動産貸付
け業務に係る所得であるから，雑所得であると主張するが，前記のとおり，
本件建物の無償譲受けは，原状回復義務の履行の代わりに行われた無償
贈与であり，継続的行為ではないから，雑所得に該当しないことは明らかで
ある。

(2)　争点(2)（本件駐車場収入の消費税等課税売上げ該当性）について
　　（被告）

ア　駐車場付き住宅の貸付けと消費税等の課税対象取引
消費税法６条及び同法別表第１の１３号は，一時的に使用させる場合その

他の政令で定める場合を除き，住宅の貸付けは非課税である旨規定し，同法
施行令８条は，「法別表第１第１号に規定する政令で定める場合は，同号に規
定する土地の貸付けに係る期間が１月に満たない場合及び駐車場その他の
施設の利用に伴つて土地が使用される場合とする。」と定めている。したがっ
て，駐車場の利用に伴って土地が使用される場合の使用料は，原則的に課
税売上げに当たる。

ただ，上記のとおり，住宅の貸付けが非課税であることの関係上，「住宅の
貸付け」の範囲については，「庭，塀その他これらに類するもので，通常，住宅
に付随して貸し付けられると認められるもの及び家具，じゅうたん，照明設備，
冷暖房設備その他これに類するもので住宅の附属設備として，住宅と一体と
なって貸し付けられると認められるものは含まれる。なお，住宅の附属設備又
は通常住宅に付随する施設等と認められるものであっても，当事者間におい
て住宅とは別の賃貸借の目的物として，住宅の貸付けの対価とは別に使用
料等を収受している場合には，当該設備又は施設の使用料等は非課税とな
らない。」（消費税基本通達６－１３－１）と解され，駐車場付き住宅の貸付け
について，「駐車場付き住宅としてその全体が住宅の貸付けとされる駐車場
には，一戸建住宅に係る駐車場のほか，集合住宅に係る駐車場で入居者に
ついて１戸当たり１台分以上の駐車スペースが割り当てられる等の場合で，
住宅の貸付けの対価とは別に駐車場使用料等を収受していないものが該当
する。」（本件通達）と取り扱われている。

このように，駐車場の貸付けは原則的に消費税等の課税対象取引であると



ころ，本件通達が例外的に非課税としている「駐車場付き住宅としてその全体
が住宅の貸付けとされる駐車場」の要件については，税負担の公平の原則に
照らし，安易に拡大解釈すべきではない。

イ　Ｆ及びＥの駐車場収入
Ｆの駐車場１１台分のうち１台分については，住宅の賃貸借契約とは別に

駐車場使用契約を締結しており，Ｅの駐車場６台分については，各賃貸借契
約中に，住宅の貸付けの対価とは別に駐車場使用料が定められている。そう
すると，上記の駐車場の貸付けは，全体が住宅の貸付けに当たると取り扱う
ことはできないから，消費税等の非課税取引には当たらない。

ウ  Ｇ及びＨの駐車場収入
原告が認めるとおり，Ｇは，住宅が８戸あるのに対して，同一敷地内には駐

車場が５台分しかなく，Ｈも，住宅が１０戸あるのに対して，同一敷地内には駐
車場が２台分しかないから，これらについては，入居者各戸に駐車場が割り
当てられるわけではないところ，駐車場を借りている者との賃貸借契約は，そ
れぞれ家賃とは別に駐車料を定めており，住宅とは別の賃貸借契約の目的
物とされていることから，その全体が住宅の貸付けとされる駐車場と認めるこ
とはできず，その収入は，課税売上げとなる。

    （原告）
被告の主張のうち，Ｆの駐車場１１台分のうち１台分については，住宅の賃貸

借契約とは別に駐車場使用契約を締結しており，Ｅの駐車場６台分については，
各賃貸借契約中に，住宅の貸付けの対価とは別に駐車場使用料が定められて
いること，Ｇは，住宅が８戸あるのに対して，同一敷地内には駐車場が５台分し
かなく，Ｈも，住宅が１０戸あるのに対して，同一敷地内には駐車場が２台分しか
なく，駐車場を借りている者との賃貸借契約は，それぞれ家賃とは別に駐車料を
定めいること，以上の事実は認めるが，その余は争う。
ア　駐車場付き住宅の貸付けと消費税等の課税対象取引

(ア)　消費税法６条，同法別表第１の１３号によれば，住宅の貸付けは非課税
とされているが，駐車場については特段の規定がない。したがって，駐車場
の貸付けが住宅の貸付けと一体であると認められる場合には，非課税と取
り扱われるところ，この判断は，経済的な実体関係に照らして行うのが消費
税法の趣旨であると考えられる。この点について，被告は，集合住宅に係
る駐車場で入居者について１戸当たり１台分以上の駐車スペースが確保さ
れており，かつ，自動車の保有の有無にかかわらず割り当てられる等の場
合で，住宅の貸付けの対価とは別に駐車場使用料等を収受していないもの
が非課税とされる住宅の貸付けに該当するとした上で，１通の契約書を作
成し，かつ賃料額も１個の記載しかない契約書でなければ非課税とはなら
ない旨主張する。しかしながら，これは，本件通達でそのように定めている
にすぎず，法律にそのような規定はないから，契約書の異同とか賃料の定
め方といった形式だけで上記一体性を否定すべきではない。本件通達の文
言も，「……自動車の保有の有無にかかわらず割り当てられる等の場合
で，……別に駐車場使用料等を収受していないものが該当する。」とされて
いるように，その解釈適用に含みを持たせており，実体に照らして判断すべ
きことを示している。

また，１戸当たり１個の駐車場があったとしても，駐車場を借りない人，駐
車場を１台分だけ借りる人，２台分借りる人，途中で駐車場が不要になった
人，途中から借りる人があり得るが，それぞれの場合に，契約の実体に照
らせば住宅と一体となった駐車場の貸付けと評価し得るはずであり，そのよ
うな場合に，賃料額が異なるのは社会通念上当然であって，契約書が１通
であるとか賃料額の約定が１個でなければ適用がないと考えることは不可
能である（なお，住宅を借りる人は，必ず駐車場も借りなければならないと
いう契約は，独占禁止法の趣旨に反し違法である。）。

(イ)　ところで，実質的な一体性を認めるためには，概ね，①住宅専用の駐車
場が存在し，かつ住宅１戸に対して１台以上の駐車場が存在すること，②
住宅を借りれば，必ず１台以上の駐車場を借りられること，③住宅のみを借
りて，駐車場を借りない賃借人がいた場合に，当該空いた駐車場を第三者
に貸さないことなどの要件を満たすことが必要とも思慮される。もっとも，①
の要件については，駐車場の数が住宅のそれよりも少ない場合でも，駐車



場から見れば必ずどれかの住宅と一体となっていると考え得るし，駐車場
の数が住宅のそれよりも多い場合でも，超えた部分の駐車場から見ればど
の住宅と一体となっているかの問題が生じ得るから，合理的な要件とはい
えない。

また，現在は自動車を所有している家庭がほとんどであり，アパートを建
築するには駐車場付きでなければ，周辺地域に不法駐車が横行するた
め，駐車場付きとするよう行政指導がなされている現状においては，通達
の「入居者について１戸当たり１台分以上の駐車スペースが確保され」ると
いう要件は，必ずしも必須ではなく，建物の賃貸借契約と駐車場のそれと
が実質的に一体であれば，消費税等の非課税要件は充たしていると解す
べきである。

イ　Ｆの駐車場収入
本件通達は，消費税の非課税要件として，「入居者について１戸当たり１台

分以上の駐車スペースが確保されて」いることを定めているが，１戸当たり１
台分以上の駐車スペースが確保されていれば，必然的に，１戸で２台の契約
をするところがあることを前提としていると解されるところ，Ｆについては，住宅
が１０戸あり，駐車場は１１台分ある。そして，各住宅には１台分あての駐車場
が賃貸されているほか，１戸については，２台分の駐車場が割り当てられてい
る。そうすると，上記通達に該当することが明らかである。

被告は，駐車場１１台分あるうちの１０台分は消費税の課税対象外であるこ
とを認めながら，１台分については課税対象となると主張するが，１人の入居
者が２台分の駐車場契約をしている場合に，その１台分は非課税となるが他
の１台分は課税対象となるとの根拠は見出し難い。

ウ  Ｅの駐車場収入
Ｅは，住宅が６戸あるのに対し，駐車場は６台分ある。そして，各住宅に１台

分あての駐車場が割り当てられており，仮に，自動車を所有していない入居
者があり，駐車場に空きがあったとしても入居者以外の者に貸し付けられるこ
とはない。原告は，家賃・共益費・駐車場使用料等を一体のものとして契約
し，その合計額を銀行振込みで収受しており，本件通達が正しいとしても，そ
の定める要件を満たしているから，消費税の非課税取引に当たる。

エ　Ｇ及びＨの駐車場収入
Ｇは，住宅が８戸あるのに対し，同一敷地内には駐車場が５台分しかない

し，Ｈは，住宅が１０戸あるのに対し，同一敷地内には２台分しかない。しか
し，前記のとおり，一体として契約されていれば，消費税の非課税取引に該当
すると解すべきであるから，１０戸に対し２台分しかないのは問題があるとして
も，少なくともＧについては一体のものと評価すべきであり，非課税取引に該
当する。

(3)　争点(3)（本件教会賃料の消費税等課税売上げ該当性）について
　　（被告）

原告は，本件教会の所有者（増築後は持分権者）として，Ｉ教会と建物賃貸借
契約を締結したのであるから，その賃料収入は課税売上げに当たる。すなわち，
ア　建物賃貸借契約の締結

原告とＩ教会は，昭和６２年９月１１日付けで建物賃貸借契約を締結している
ところ，その際，不動産業者であり宅地建物取引主任者の資格も不動産取引
の十分な経験も有するＡのＢが立会業者として関与しており，対象物件が土
地か建物かという契約の本質に関する部分に実体との齟齬が生ずるはずが
ない。また，その契約書の各条項も，本件教会が原告の所有であることを前
提としており，各条項は，Ｊの要望に基づいて建築された建物であるという実
体を踏まえて１０年後の賃料改定に至るまできめ細かく規定しているにもかか
わらず，将来の所有名義の移転の可能性や将来土地賃貸借契約として更新
される可能性等について何ら規定していない。

イ　増築時の合意
本件教会が増築される（平成７年）に際して，原告とＩ教会との間で作成され

た平成６年７月３日付け「建物建築合意書」においても，増築建物の使用期間
は平成１７年１２月末までの１０年間に限られ，当該期間が満了した場合に
は，Ｉ教会は，自己の負担で増築建物を撤去して原状に復する旨の記載があ
るが，増築部分以外の本体部分についての撤去義務についての定めがなく，



この点は，当初の賃貸借契約書で建物を原状に回復して返還するべき義務
が定められているだけである。仮に，当初から本件教会がＪの所有であったと
すれば，増築後の本件教会全体について撤去義務ないし原告に対する買取
請求権が発生するはずであり，増築部分に限定する必要はない。

ウ　原告の申告
原告は，昭和６３年から平成１４年までの１５年間にわたり，Ｉ教会からの賃

料収入を課税売上げとして申告しており，当該収入が地代収入である旨の主
張は，審査請求に至って始めてなされたものであり，また，平成１１年分ないし
平成１４年分の所得税の確定申告に際しては，本件教会の取得価額を８００
万円として「減価償却費の計算」の欄に記載し，不動産所得の金額の計算上
必要経費に算入している。

仮に，実体が土地の賃貸借であるにもかかわらず，建物賃貸借の形式をと
っていただけであったならば，そのように申告した方が税負担が軽くなる以
上，１５年間のうちに修正する必要に気づいたはずであり，特に，平成７年の
増築，平成１０年の賃料改定など，契約を見直す機会があったことに照らせ
ば，なおさらである。

このことは，平成７年の増築後も，原告が持分権者としてＩ教会に本件教会
を賃貸していたことを自認していたことを意味し，建物賃貸借契約の形式が実
体に適っていたことを示している。

エ　本件教会の登記
本件教会については，昭和６３年１月１１日受付をもって原告を所有者とす

る所有権保存登記と，同月２２日受付をもって債権額８００万円，債務者を原
告とする抵当権設定登記がなされている。

オ　譲渡担保設定契約の主張に対する反論
原告は，本件教会の建築代金のうち８００万円の融資を受けて，これをさら

にＩ教会に貸し付け，１０年間で分割して返済を受けることし，その返済が完済
したときに教会の建物の所有権を原告からＩ教会に移転するとの譲渡担保設
定契約を締結した旨主張するが，同主張は本訴に至って初めてされたもので
あり，しかも，同契約が成立したことを示す証拠もない。

本件教会の登記簿上も，平成６年７月１５日に一部取壊し，平成７年２月１９
日に増築の表示登記がなされているが，真正な登記名義の回復を原因とする
Ｊに対する所有権一部（持分５分の４）移転登記は同年５月３０日になされてお
り，当初からＪの所有であったにしては時期が遅い上に，なぜ，この時期に持
分５分の４の移転登記がなされたのか不明である。さらに平成１５年１１月１８
日受付をもって，Ｊに対する原告持分（持分５分の１）全部移転登記がなされて
いるが，原告の主張する１０年間の分割返済が終了した平成９年からかなり
期間が経過した後になされているのは不自然である。

カ  Ｐ税理士の証言に対する疑問
原告の主張は，本件審査請求時に，補佐人であるＰ税理士（以下「Ｐ税理

士」という。）が調査して，土地賃貸借契約であると判明したというものである
から，Ｐ税理士の証言の信用性は極めて重要であるところ，審査請求段階で
は，平成９年１２月１６日付けで本件教会の所有権がＪに移転し，同日付けで
建物賃貸借から土地賃貸借に切り替わった旨，本訴における原告の主張と異
なる主張をしていたにもかかわらず，法廷においては，「そのような主張をした
覚えがない」旨の客観的証拠に反する虚偽の証言をしており，信用できない。

キ　原告提出の書証に対する反論
また，原告が提出した書証によっても，その主張を認めることはできない。
まず，本件教会の「工事請負契約書」（甲６）については，その請負代金欄

に「９５０万円の内１５０万円」との記載があるから，残りの８００万円を負担す
る工事発注者が存在したことが明らかであるところ，原告がその発注者である
と認めるのが自然である。

次に，Ａ作成のメモ（甲９）は，あくまで家賃の計算のためのものであり，「借
入金」も原告が金融機関から借り入れたことによる「建築関係諸費用」として
記載されているから，土地賃貸借を基礎付けるものではない。

不動産取得税納税通知書等（甲１０）は，原告に納税通知された不動産取
得税をＪが負担したことをうかがわせるが，これは，平成７年に本件教会を増
築したことに対するものであるから，自らの費用で増築し，増築分名義を有す
るＪが負担することはむしろ当然であって，これをもって昭和６２年当時から存



在した本件教会がＪの所有であったことを示すものとはいえない。
さらに，Ａから原告にファックス送信された賃料改定の通知書（甲１１）も，契

約締結から１０年が経過して建物の償却が終了したことから，当初の賃貸借
契約の９条４項に基づいて，賃料を計算したものにすぎないから，当初から土
地賃貸借契約が存在したことをうかがわせるものではない。

    （原告）
被告の主張は争う。
原告とＩ教会との賃貸借契約は，本件松井町土地に関するものであり，その賃

料は地代であるから，課税売上げには該当しない。すなわち，以下のとおり，原
告とＩ教会との間では，法律的には，本件松井町土地についての建物所有目的
の賃貸借契約と金銭消費貸借契約，並びに譲渡担保設定契約が締結されたと
解すべきである。
ア　Ｉ教会による建築と譲渡担保設定契約

原告は，昭和６２年ころ，古くからの親しい知人であるＪから，Ｉ教会のため
に，本件松井町土地を教会を建てる敷地として借りたいという申入れを受け
た。原告は，これを快く了承し，同じように古い友人であるＢの経営するＡに仲
介を依頼した。

本件教会の建築工事を発注したのは，Ｉ教会である（甲６）。もっとも，Ｉ教会
は請負代金全額を自己資金で賄えなかったため，原告は，Ｉ教会に対し，建築
資金として東海銀行から融資を受けた８００万円を貸し付け，１０年間で分割
返済することを合意したが，その月額返済額に原告が負担することになった
諸費用を加えた月額８万２８７７円と地代相当額１６万７１２３円を合わせて，
月額賃料を２５万円とした（甲９）。

本件教会の所有名義を原告にしたのは，原告とＩ教会との信頼関係が厚か
ったため，互いに深く検討することなく，原告名義で登記をし，上記金銭消費
貸借の分割返済が完済したときに，Ｉ教会に名義移転することを合意したため
であり，いわば，譲渡担保設定契約を締結したと解すべきである。

イ　建物賃貸借契約書の誤り
ところが，Ａは，本来なら本件松井町土地の賃貸借契約書，金銭消費貸借

契約書，譲渡担保設定契約書を作成すべきところ，建物の所有名義が原告で
あることから，誤って建物賃貸借契約書を作成してしまい，原告もＩ教会も，深
く検討することなく，同書面に署名してしまった。

また，Ｐ税理士も，上記事情を知らされることなく，前年分の所得税の確定
申告書と建物賃貸借契約書のみ示されたため，建物賃貸借に基づく家賃収
入として計上し，確定申告書を作成してきたものである。

ウ  Ｉ教会による増築など
なお，Ｉ教会は，平成７年に入り，本件教会を増築しているが，その際に原告

が負担した不動産取得税はＩ教会に求償されている（甲１０）。
上記増築に際しては，費用全額をＩ教会が負担したので，この点を明確にす

べく，Ｊに対する所有権一部（持分５分の４）移転登記をした。
その後，Ｉ教会の原告に対する借入金の分割返済が終わったため，貸金返

済分を値下げするとともに，地代を値上げして月額２０万円の地代にすること
が合意されている（甲１１）。

第３　当裁判所の判断
１　争点(1)（本件建物利益の所得区分）について

(1)  不動産所得の該当性について
ア　不動産所得について

所得税法上，不動産所得とは，不動産，不動産の上に存する権利，船舶又
は航空機の貸付けによる所得であって，事業所得又は譲渡所得に該当する
ものを除いたものをいう（２６条）ところ，ここでいう不動産等の貸付けとは，こ
れによって貸主に一定の経済的利益をもたらすものであるから，有償双務契
約である賃貸借契約（民法６０１条）がその中心となる（もっとも，これと同類の
経済的目的を達する地上権や永小作権の設定も含まれる。）。

ところで，「貸付けによる」とは，「貸付けに基づいて」あるいは「貸付けを原
因として」を意味すると解されるところ，賃貸借契約は，当事者の一方が相手
方にある物の使用及び収益をなさしめることを約し，相手方がこれにその賃金
（賃料）を払うことを約束することによって成立する契約である（民法６０１条）



から，「貸付けによる所得」とは，借主から貸主に移転される経済的利益のう
ち，目的物を使用収益する対価としての性質を有するものを指すというべきで
ある。

その典型例は，使用収益する期間に対応して定期的，継続的に支払われ
る賃料である（もっとも，その支払の態様については各種のものがあり得る。）
が，これに限られず，権利金，礼金，更新料，転貸承諾料などのように，目的
物を使用収益し得る地位を取得，確保する対価として一時的に支払われる経
済的利益も，広い意味では目的物を使用収益する対価たる性質を有するか
ら，「貸付けによる所得」に含まれ得る（権利金につき最高裁判所昭和４５年１
０月２３日第二小法廷判決・民集２４巻１１号１６１７頁参照）し，当該使用収益
は，必ずしも有効な契約関係に裏付けられている必要はないから，占有権原
を有しない者が使用収益したことに基づいて支払われる賃料相当損害金も，
これに含まれ得るというべきである。また，事業所得との区別の観点からすれ
ば，不動産所得を生ずべき業務に関し，当該業務の全部又は一部の休止，
転換又は廃止その他の事由により当該業務の収益の補償として取得する補
償金その他これに類するものについて，その業務の遂行により生ずべきこれ
らの所得に係る収入金額に代わる性質を有するものも，不動産所得に該当す
るとされている（所得税法施行令９４条１項２号）。

しかしながら，不動産所得は，あくまでも，貸主が借主に対して一定の期
間，不動産等を使用又は収益させる対価としての性質を有する経済的利益，
若しくはこれに代わる性質を有するものに限定されるのであって，およそその
ような性質を有しないものは，これが借主から貸主に移転されるとしても，含ま
れないというほかない。そのような経済的利益が不動産所得に含まれるとの
解釈は，前掲法条の文言に反する上，所得税法が，所得を１０種類に分類し，
担税力に応じた課税を行うために，その所得の性質によって，回帰的に生ず
るものとそうでないものとに分け，とりわけ回帰的に生ずる所得の中でも不労
所得性の強い資産所得の性質を有する不動産所得については，給与所得に
認められる給与所得控除（２８条），臨時的所得に講ぜられる累進負担の緩和
措置（２２条２項）等の定めを設けず，役務の対価の要素を有する事業所得に
認められる資産損失の必要経費算入についても，不動産事業に該当しない
場合には無条件には認められず（５１条４項），必要経費を控除して所得額に
応じた累進課税を課することとしていることに照らすと，不動産所得の概念に
つき，合理的な根拠なくして拡大解釈を行うことは，租税法律主義の観点か
ら，認めることができないというべきである。

イ　被告の主張の変遷について
この点につき，原告は，被告の主張が一貫していない旨主張するところ，な

るほど，被告は，①本件所得税課税処分においては，「借地一時使用契約の
解約に伴って本件建物等の無償譲渡契約が締結されており，借地一時使用
契約の解約と本件建物等の無償譲渡は一体であり，不動産所得の業務に関
して本件建物等の無償譲渡という経済的利益を得たものであること」をもって
本件建物利益が不動産所得に当たる理由としており（甲１），使用収益の対価
性の有無について触れることなく，不動産所得を生ずる業務との間に何らか
の関連性を有する経済的利益であれば，不動産所得に当たるかのように主
張し，②異議決定（甲４）や審査請求手続（乙５）においても，同様の主張をし，
本訴の提起後も，③平成１６年３月１１日付け答弁書においては，上記と同様
の主張をしていたが，④同年４月１６日付けの第１準備書面においては，Ｃ
は，契約期間の中途で解約を申し出た以上，本来ならば，期間終了時までの
賃料を支払い，かつ本件建物を収去すべき義務を負担するが，原告としても，
１０００万円の保証金ではこれらの担保として足りず，新たな借主との契約が
可能かなどについて不透明な状況にあったことから，「原告が得た経済的利
益は，本件土地の賃貸契約を終了するに当たり，権利関係を清算するために
受けたものであ」るから，不動産所得に当たる旨記載し，「権利関係を清算す
るために」交付されたことが不動産所得性を基礎付けるかのように主張し，⑤
同月２６日付けの第２準備書面においては，雑所得に当たるとの予備的主張
を追加したが，⑥同年８月１６日付け第４準備書面に至って，④の主張を一部
撤回した上，「本件建物の無償譲受けは，原告とＣとの間で，本件使用契約の
解除契約の一内容として，本件使用契約が合意解除されなければ原告が取
得することができた本件使用契約の対価たる経済的利益に代えて，その補償



ないし賠償の特約として合意されたものであり」，「最終的には，（本件申入文
書）の時点で合意されていた平成１３年２月分までの賃料支払約束と本件建
物の取壊しに代えて，本件無償譲受けがされた」のであるとして，「不動産等
の貸付けの対価の補償として，不動産等の貸付けの対価に代わる性質を有
する」ことが不動産所得性を基礎付ける旨主張し，⑦同年１１月３０日付け第５
準備書面においても，同様の主張をした上，同年１２月６日の第６回（最終）口
頭弁論期日において，本件建物利益の不動産所得性を基礎付けるものは，
平成１３年２月分までの賃料支払約束に代わる部分であり，本件建物の収去
義務を免れることに代わる部分ではないが，両者の部分を区別することが困
難であるため，全体が不動産所得に当たる旨釈明したこと，以上の事実が認
められる。

これらを通覧すれば，不動産所得に関する被告の主張が変遷していること
は否定できず，とりわけ，①ないし④の主張には理解し難いところがある。し
かしながら，上記の各主張が互いに完全に矛盾しているとまではいえず，不
服申立手続や訴訟の進行具合などに応じて，あいまいなものから次第に精密
なものに変化し，最終的には⑦のように整理されたと解することができるか
ら，このことだけをもって，本件各処分が法律上の根拠なくして行われたもの
であると即断することは相当でない。

ウ　本件建物利益の不動産所得該当性について
そこで，以上を前提として，本件建物利益が不動産所得に該当するか否か

について検討する。
(ア)　前記前提事実(2)及び証拠（甲１９の１・２，２０，乙１，２，５，９ないし１５）

を総合すれば，以下の事実が認められる（なお，原告は，被告が提出した
乙１０ないし１２について，これらは実質的な陳述書に当たるにもかかわら
ず，作成者の証人尋問をしないことなどを理由に，書証の申出を却下すべ
き旨主張する。なるほど，実質的な反対尋問権の保障の重要性については
指摘のとおりと考えられるが，民事訴訟においては，これをどこまで貫くか
は裁判所の合理的な訴訟指揮に委ねられているというべきところ，本件事
案の内容，前掲各書証の作成の経緯，原告側からも作成者の証人尋問の
申請がないことなどを考慮すると，本件においては，上記理由をもって前掲
各書証の申出を却下すべきものとはいえない。）。
ａ　原告は，昭和５２年ころ，Ｃとの間で，本件高針土地を，仮設モーターショ

ップ及びモータープールの用地として一時使用目的で賃貸する旨の契約
を締結し，その後，同契約を更新し，平成１２年４月３０日，賃貸期間を平
成１２年５月１日から平成１５年４月３０日までとする旨の本件賃貸契約を
合意した。

ｂ  本件賃貸契約の合意に際して作成された「借地一時使用契約書」と題す
る契約書には，次のとおりの記載がある。

「２条（賃貸借期間）
賃貸借期間は平成１２年５月１日より平成１５年４月３０日までの３

年間とする。
但し，期間満了の６ケ月前までに甲（原告）乙（Ｃ）いずれからも別段

の意思表示のないときは，本契約は更に３年間継続更新されるものと
し，以後もまた同様とする。

　　　　　　３条（賃料）
賃料は１ケ月当たり６２万円也とし毎月末日限りその翌月分を甲の

指定する下記銀行口座に振込支払うものとする。（以下略）
　　　　　　５条（認諾事項）

乙は次の場合には予め甲の承諾を得ることを要する。
１　借地を前記目的以外の目的に使用しようとするとき。
２　借地の現形又は用方を変更し若しくは土砂を採取しようとすると

き。
３　借地を自ら使用せずに他に転貸又は賃借権を譲渡しようとすると

き。
　　　　　　９条（明渡義務）

１　乙は第２条所定の期間満了の場合には遅滞なく地上物件を収去し
て原状更地につくを貸主に明渡し返還しなければならない。



２　乙が前項の収去を怠るかその他正当の事由がなくて完全に本借
地を明渡し返還しないときは之を使用収益すると否とに拘わらず返
還完了に至たるまで其の当時の賃料と同額の金員を損害賠償とし
て甲に支払わなければならない。

　　　　　　１１条（保証金）
乙は其の債務の履行を担保する為保証金として１０００万円也を本

契約締結と同時に支払うものとする。
甲は賃借物件の完全な返還を受けたときは直ちに保証金を乙に返

還するものとする。
但し保証金には利息を付けない。

　　　　　　１２条（保証金充当）
甲は乙が賃料その他本契約に因って負担する金銭債務の履行を怠

ったときは何等特別の意思表示を要しないで何時でも前記保証金を以
て其の弁済に充当することができるものとする。」

ｃ　Ｃは，平成１２年８月ころ，業務縮小のため，本件高針土地にある高針店
を閉鎖することを決定し，総務課長であるＱが中心となり，Ｋ株式会社を
通じて，本件賃貸契約の中途解約を申し入れ，原告側のＡのＢとの間で
交渉を開始した。Ｃは，当初，高針店を閉店する予定の同年１２月末日ま
での賃料を支払う意思を有していたものの，本件建物の撤去に５００万円
程度の費用を要すると見込まれたことから，原告（若しくは取得を希望す
る第三者）に本件建物の買取りを打診した。これに対して，原告は，Ｃの
苦境に理解を示し，中途解約自体は応ずる意向を示しながらも，築後相
当年月が経過している本件建物の買取りについては，むしろ更地の状態
の方が利用価値が高いことから，これに応ずる意思のないことを表明し
たため，双方で新しい賃借人を探し，その賃借人に本件建物を買取って
もらうか，場合によっては無償で譲渡する方向で検討することになり，そ
のための猶予期間を設けることでＢも了承した。

このような協議を基に，Ｃは，同年９月５日付けで本件申入文書を作成
し，原告に送付したが，同文書には，要旨，①原告との協議の結果，Ｃが
高針店における営業を平成１２年９月末日で休止し，同年１０月中旬には
閉店することから，本件賃貸契約の中途解約をお願いすること，②中途
解約の条件としては，原告との協議のとおり，平成１３年２月分まではＣ
が現行の賃料を支払い，その間に新賃借人があったときは本件建物を
新賃借人に譲渡したいと思っていること，③また，平成１３年１月末日ま
でに新賃借人がないときの本件建物の処理については，原告の指示に
従い，本件高針土地を明け渡すことなどの内容が記載されている。

ｄ　その後，Ｃは，出店の意向を有していたＲに対して，本件建物の取得等
を働きかけたが，交渉がまとまらないうちに，中古車買取販売業を営むＤ
が名古屋市内で営業用店舗を探しているとの話がＳ株式会社を通じてＡ
に伝えられ，平成１２年１０月ころ，現地確認等の結果，Ｄが本件建物を
そのまま借用したいとの意向を示したため，取壊し費用の出捐を免れる
こととなるＣも，その話を前提として，中途解約の交渉を進めることに同
意した。

そして，最終的に，Ｃが原告に本件建物を無償譲渡し，原告がその所
有権を取得した上で，Ｄに本件建物を賃貸することで協議がまとまった
が，その際，Ｃが差し入れていた保証金１０００万円については，全額が
返還されることで双方の考えは一致しており，交渉で問題になることがな
かった。

かくして，原告とＣとの間で，同年１１月１４日，本件合意が成立した。
その際に作成された本件合意書には，次のとおりの記載がある。

「第１条　本契約を平成１２年１１月１５日付にて解約することを甲（原告）・
乙（Ｃ）は合意した。

第２条　乙が支払済の平成１２月１１月分の賃料金６２万円也の内解約
日以降の賃料金３１万円也は，平成１２年１１月３０日までに甲は乙に
返還する。

第３条　甲は本契約第１１条に基づき乙が甲に差し入れた保証金１０００
万円也を，平成１２年１１月３０日までに乙に返還する。

第４条　乙は，本契約１３条に基づき乙が建設した乙所有の物件(2)を現



状有姿にて平成１２年１１月１５日に甲に無償譲渡する。（以下略）
第５条　（略）
第６条　甲・乙は，この契約を履行することにより他の債権，債務の無い

ことを確認した。」
ｅ　他方，原告とＤとは，平成１２年１１月１６日，事前の交渉に基づき，Ｄが

本件建物を賃料月額８２万円で賃借する旨の賃貸借契約を締結したが，
その契約期間は，本件賃貸契約の解約日の翌日である平成１２年１１月
１６日から満５年間とされた。

(イ)　以上の認定事実によれば，本件建物の（当初は有償，その後は無償）譲
渡の話は，土地賃貸借契約である本件賃貸契約の終了に伴って，賃借人
であるＣが負担することとなる原状回復義務としての建物収去（土地明渡）
義務の履行が相当額の費用出捐を伴うことから，その負担を免れたいＣの
希望に沿って申し入れられたものであり，もともと，原告側にとって，本来の
収去義務の履行と比較して，より多くの利益をもたらすものではなかったこ
と，もっとも，たまたま新賃借人候補となったＤが，本件建物をそのまま借り
受けたいとの意向を示したことから，Ｃと原告の利害関係が一致し，本件賃
貸契約の中途解約を内容とする本件合意の中で，本件建物の無償譲受け
が約されたこと，以上の経緯が明らかである。そうすると，本件建物の無償
譲受けは，賃貸借契約に基づいて目的物を使用収益させる賃貸人の義務
やこれに対する賃料等を支払う賃借人の義務とは関連せず，専ら同契約の
終了に伴う原状回復義務の履行を賃借人が免れる（軽減する）ことを目的
として行われたものであるから，何らかの意味で賃貸借の目的物を使用収
益する対価（あるいはこれに代わるもの）たる性質を有するものでないとい
わざるを得ない。

この点について，被告は，前記のとおり，その主張内容に変遷があるも
のの，最終的には，本件建物の無償譲受けは本件申入文書が交付された
ときから平成１３年２月までの６か月分の賃料支払に代わるものとして約さ
れたものであり，対象不動産を使用させることによって得られる対価に代わ
る性質を有している旨主張するところ，本件申入文書中には，Ｃが平成１３
年２月分まで現行の賃料を支払う旨の文言が記載されていることは前記認
定のとおりであり（乙１１には原告がその支払を要求した旨の内容が記載さ
れている。もっとも，甲２０にはこの事実を否定する内容が記載されてい
る。），また，そもそも，本件賃貸契約中に解約権留保の約定（民法６１８条）
が存在しない以上，賃借人たるＣは，本来，当初の契約期間満了までの賃
料支払義務を免れないとも考えられる。

しかしながら，合意解約は，既存の契約を終了させる旨の新たな契約で
あるから，当事者間で本来の法的効果と異なる内容を定めることは何ら妨
げられるものではないところ，前記認定のとおり，原告は，Ｃの立場を理解
して申入れに係る中途解約に応ずる意思のあることを表明しており，また，
本件建物の買取りには応じないものの，Ｃの負担を軽減すべく，双方で新
賃借人を探すことに同意していることに照らすと，原告としては，新賃借人
が確保され，同人との間で新しい賃貸借契約が締結された場合には，その
後の期間の賃料（ないし賃料相当損害金）の支払を求める意思がなかった
と判断することができ，法的にも，その時点からは目的物である本件建物を
Ｃが使用収益できなくなる以上，原告がこれらの支払を求める権利を有す
るものでないことが明らかであるから，本件申入文書の上記文言は，新賃
借人が見付からない場合でも，Ｃは平成１３年２月分までの賃料を支払い，
その時点で本件賃貸契約を解約するとの契約存続の最終期限を提示した
ものと解釈するのが相当である。

そうすると，原告が，平成１２年１１月１６日，Ｄとの間で賃貸借契約を締
結し，本件高針土地をＣの使用収益に供することを廃止した以上，Ｃに対す
る同日以降の賃料等の債権は発生し得ないから，平成１３年２月分までの
賃料等債権に代わるものとして本件建物の無償譲渡が行われたとの被告
の主張は，金銭評価において両者が釣り合っていないことをさておいても，
採用の余地がない（付言すれば，本件建物を原告に譲渡することによって，
Ｃには本件建物の収去義務は発生しなかったのであるから，その履行に代
わるものとして本件建物の無償譲受けが行われたと解することもできな
い。）。



(ウ)　以上のとおり，本件建物の無償譲渡は，賃貸借契約の終了に伴ってなさ
れたものであるが，賃貸人が賃借人に対して一定の期間，目的物を使用収
益させる対価として受ける利益，若しくはこれに代わる性質を有するもので
はないから，不動産所得に当たらないというほかなく，被告の主位的主張
は採用できない。

(2)　雑所得の該当性について
ア　被告の予備的主張の追加（理由の差替え）の許否について

所得税法１５５条２項は，税務署長は，居住者の提出した青色申告書に係
る年分の総所得金額の更正をする場合には，その更正に係る国税通則法２８
条２項に規定する更正通知書にその更正の理由を附記しなければならない旨
定めているところ，これは，課税庁による判断の慎重さ及び合理性を担保し，
その恣意を抑制するとともに，処分の理由を相手方に知らせて，不服申立て
の便宜を図ることにあると解される。したがって，更正処分の取消訴訟におい
て，課税庁である被告が処分理由を差し替えることは原則として許されない
が，上記差替えによっても，当該処分を争うについて被処分者である納税者
に格別の不利益を与えるものではないなど，理由附記制度の趣旨を損なうお
それがないと認められる場合には，処分理由の差替えは許されないものでは
ないと解される（最高裁判所昭和５６年７月１４日第三小法廷判決・民集３５巻
５号９０１頁参照）。

しかるところ，前記認定のとおり，被告は，本件所得税課税処分において
は，本件建物利益が不動産所得に当たる旨の理由を附記し，異議決定にお
いても同様の理由を述べていたのに対し，本訴の審理の中途段階に至って，
雑所得に当たる旨の主張を予備的に追加したものであり，このように所得区
分を異にするような処分理由を追加した結果，原告側に新たな反論をする必
要を生じたことは否定できない。

しかしながら，主位的主張といい予備的主張といい，被告が所得に当たる
と主張する原告の経済的利益が本件建物の無償譲受けであることは共通し
ており，両者は事実関係自体の主張を異にするものではなく，単に所得区分
に関する税法上の評価の差異にすぎないから，原告側に新たな事実調査を
行うなどの負担をもたらしたとは考え難く，結局，原告に格別の不利益を与え
るものとはいえないから，被告による予備的主張の追加が許されないとの原
告の主張は採用できない。

イ　本件建物利益の雑所得該当性について
被告は，予備的に，本件建物利益が雑所得に該当すると主張するところ，

雑所得とは，利子所得，配当所得，不動産所得，事業所得，給与所得，退職
所得，山林所得，譲渡所得及び一時所得のいずれにも該当しない所得をいう
とされ（所得税法３５条１項），消去法による定義がされているから，上記主張
が認められるためには，本件建物利益が上記各所得のいずれにも該当しな
いことが肯定される必要がある。そして，本件建物利益が不動産所得に該当
しないことは既述のとおりであり，かつ，その性格に照らせば，利子所得，配
当所得，事業所得，給与所得，退職所得，山林所得及び譲渡所得のいずれ
にも該当しないことが明らかである（同法２３条，２４条，２７条，２８条，３０条，
３２条，３３条）から，以下においては，原告の主張する一時所得の（非）該当
性を判断する。

ところで，一時所得とは，利子所得，配当所得，不動産所得，事業所得，給
与所得，退職所得，山林所得及び譲渡所得以外の所得のうち，営利を目的と
する継続的行為から生じた所得以外の一時の所得で労務その他の役務又は
資産の譲渡の対価としての性質を有しないものをいうとされている（同法３４条
１項）ところ，その特色は，臨時的，偶発的に発生する利得であることにあり，
一般には担税力が低いと考えられることから，いわゆる長期保有資産の譲渡
所得の場合と同様に，５０万円を限度とする特別控除後の２分の１相当額を
総合課税の対象とする方法で超過累進税率の適用緩和が図られている（同
法２２条２項２号）。

しかるところ，本件建物利益は，上記認定・判断のとおり，Ｄが本件建物を
そのまま借り受けることを申し入れたことによって，本来はＣが履行すべき本
件建物の収去が必要でなくなったため，原告に無償譲渡された結果，もたらさ
れたものであって，不動産賃貸業務における継続的行為によって生じた所得
に当たらず，しかも，労務その他の役務の対価とか資産の譲渡の対価として



の性質も有しないから，一時所得に当たると解するのが相当である。
この点について，被告は，本件建物の無償譲受けは，一見すると一時的・

偶発的であるが，実質的には本件賃貸契約の中途解約及び保証金の全額返
還等を容認する見返りに得た所得であり，本件賃貸契約の終了に当たって権
利関係を清算するために行われたものであるところ，不動産の賃貸契約の終
了に当たって権利関係を清算することは偶発的なことではなく，むしろ，継続
的，恒常的なことである旨主張する。

確かに，不動産賃貸契約の終了に当たって，目的物を原状回復したり，差
し入れられていた保証金を返還するなど，法律の規定や約定に従った清算行
為を行うことは，不動産賃貸業においては，繰り返し生じ得る事態であるが，
本件建物の無償譲受けは，上記のような通常予定されている清算行為に属
するものではなく，むしろ，賃借人の本来的な義務である原状回復義務の履
行という負担を免れることを目的とし，かつ，たまたま履行されない状態での
借受けを希望する新たな賃借人が出現したことから，行われることになったも
のであって，臨時的，偶発的に生じたと評価できることが明らかである。

そうすると，本件建物利益は一時所得に該当し，雑所得に区分されるべき
ものではないと判断するのが相当であるから，被告の予備的主張は採用でき
ない。

２　争点(2)（本件駐車場収入の消費税等課税売上げ該当性）について
(1)　判断基準について

消費税法は，４条１項，２条１項８号において，国内において事業者が行った
資産の譲渡等，すなわち，事業として対価を得て行われる資産の譲渡及び貸付
け並びに役務の提供には，消費税を課することを定めるとともに，６条１項及び
同法別表第１の１３号は，住宅，すなわち人の居住の用に供する家屋又は家屋
のうち人の居住の用に供する部分の貸付け（当該貸付けに係る契約において人
の居住の用に供することが明らかにされているものに限るものとし，一時的に使
用させる場合その他の政令で定める場合を除く。）には，消費税を課税しない旨
を定めている。また，６条及び同法別表第１の１号は，土地の譲渡及び貸付け
（一時的に使用させる場合その他の政令で定める場合を除く。）についても，消
費税の課税対象外である旨を定めるが，同法施行令８条は，土地の貸付けに係
る期間が１月に満たない場合及び駐車場その他の施設の利用に伴って土地が
使用される場合は課税対象外から除かれること，すなわち課税対象となることを
定めている。

したがって，消費税法は，駐車場の利用に伴って土地が使用される場合は原
則としてその収入が課税売上げに当たると定めている一方，住宅の貸付けにつ
いては課税されないと定めているため，駐車場付きの住宅の貸付けにおいて，
両者の区別が容易である場合には，駐車場部分の貸付けによる収入が課税売
上げに当たると解されるものの，その区別が必ずしも容易でない場合には，例外
的にどのように処理すべきかが問題となる。

この点について，本件通達（消費税基本通達６－１３－３）は，「駐車場付き住
宅としてその全体が住宅の貸付けとされる駐車場には，一戸建住宅に係る駐車
場のほか，集合住宅に係る駐車場で入居者について１戸当たり１台分以上の駐
車スペースが割り当てられる等の場合で，住宅の貸付けの対価とは別に駐車場
使用料等を収受していないものが該当する。」と定め，さらに，「住宅の貸付け」
の範囲を，「庭，塀その他これらに類するもので，通常，住宅に付随して貸し付け
られると認められるもの及び家具，じゅうたん，照明設備，冷暖房設備その他こ
れらに類するもので住宅の附属設備として，住宅と一体となって貸し付けられる
と認められるものは含まれる。なお，住宅の附属設備又は通常住宅に付随する
施設等と認められるものであっても，当事者間において住宅とは別の賃貸借の
目的物として，住宅の貸付けの対価とは別に使用料等を収受している場合に
は，当該設備又は施設の使用料等は非課税とならない。」（同通達６－１３－１）
と定めている。

これらによれば，本件通達は，駐車場の貸付けが住宅の附属施設として一体
として行われる場合であって，住宅の貸付けの対価とは別に駐車場使用料等を
収受していないものに限り，全体を住宅の貸付けとして扱い，駐車場部分につい
ても非課税とする取扱いを定めているところ，このような基準は，駐車場の貸付
けが原則として課税売上げに当たり，住宅の貸付けに含まれて両者の区別が不



可能ないし著しく困難である場合に例外的に非課税とする消費税法の上記趣旨
に合致すること，実際にも，住宅の使用料とは別個に駐車場使用料等が定めら
れ，収受されている場合には，住宅の貸付けと駐車場の貸付けとの区別が容易
であると考えられることなどを考慮すると，その合理性を十分に肯認することが
できる。

この点について，原告は，①集合住宅において，駐車場付きとそうでない場合
とで賃料が異なるのは社会通念上当然であるから，契約書の異同とか賃料額の
定め方といった形式だけで判断するのではなく，実質的に駐車場が住宅と一体
化して貸付けられているかによるべきであること，②駐車場の数が住宅のそれよ
り少ない場合でも，駐車場から見れば必ずどれかの住宅と一体となっていると考
え得るから，入居者について１戸当たり１台分以上の駐車スペースが割り当てら
れているとの要件は必要でない旨主張する。しかしながら，①については，住宅
と駐車場との実質的一体性がどのようなものであるかは必ずしもつまびらかでな
く，その有無の判断は必ずしも容易ではないことをさておいても，少なくとも，住
宅の使用料とは別個に駐車場使用料が定められ，収受されている場合は，実質
的にも駐車場の貸付けが住宅のそれと一体化していないことを示す重要な徴表
であると考えられ，また，②については，駐車場が住宅の数より少なくとも，例え
ば，ある特定の住宅を借り受ければ常に駐車場も借受けの対象となるのであれ
ば，当該特定の住宅の貸付けについてはその駐車場の貸付けと一体化されて
いると認め得るが，そうでない限りは，住宅を借りる場合に駐車場も伴うかどうか
は，その時の需給事情や当事者の意思等の状況にかかることになるから，住宅
の貸付けと一体化していると評価することはできないというべきであり，したがっ
て，原告の上記主張は採用できない。

(2)　本件各駐車場の収入について
ア　Ｆの駐車場

前記前提事実(3)及び証拠（甲２２の１ないし８，２３，乙６，１８，証人Ｂ）を総
合すれば，Ｆは，３街区（棟）の建物からなる集合住宅であり，１街区の居室が
４戸，２街区及び３街区の居室が各３戸あって，合計１０戸（各戸とも２階建て）
から構成されていること，敷地内のうち北側道路に面した部分に１１台分の駐
車場が並べて設置されていること，そのうち，居室数を上回る１台分の駐車場
については，番号１－１の居室を借り受けたＴに対して貸し付けられているが，
その契約書は，駐車場１台分込みの建物賃貸借契約書（家賃は１台分の駐
車場利用料を含み月額１２万６０００円）とは別に作成され，これに基づく駐車
場料金５０００円がＦの入金管理表に記帳されていること，それ以外の居室の
賃貸借契約書には，居室及び駐車場１台分を合算した賃料の合意が記載さ
れていること，以上の事実が認められる。

そうすると，番号１－１の居室の賃借人が借りており，別に駐車場契約が締
結されている駐車場の利用については，住宅の貸付けと一体化して貸し付け
られている場合には当たらないから，この部分の収入については課税売上げ
に該当すると判断するのが相当である。

イ　Ｅの駐車場
前記前提事実(3)及び証拠（甲２１の１ないし５，２３，乙２０，証人Ｂ）を総合

すると，Ｅは，全体が２階建てで各階に３戸，合計６戸の集合住宅であること，
駐車場は６台分あり，各居室の北側に並んで設置されていること，通常，Ｅの
各賃借人は，全員が１台分の駐車場を借り受けて利用しているが，駐車場が
不要の人には駐車場を貸さないで貸室料のみでよいという入居者募集広告
がされており，現に，平成１２年９月ないし同年１１月ころは，駐車場を利用せ
ず，駐車場使用料を支払っていない賃借人が１人いたこと，２階建ての建物の
外部への出入口は２か所あり，そのうち１０１号室及び２０１号室の入居者は
東側の出入口を，１０２号室，２０２号室，１０３号室及び２０３号室の入居者は
西側の出入口を共同で利用する構造になっており，しかも，駐車場と道路との
間に門扉等の設備がないことからすれば，各入居者が必ずその前の駐車場
を利用しなければならない構造になっているわけではなく，仮に，駐車場を利
用しない賃借人がいた場合には，他の賃借人に２台分の駐車場を貸すなどの
対応が可能であること，原告と各賃借人との間の賃貸借契約書では，居室料
とは別に駐車場使用料が定められていること，以上の事実が認められる。

上記認定によれば，Ｅの駐車場は，住宅の貸付けに必然的に付随するもの



ではなく，その使用料も別に定められているから，駐車場の貸付けが住宅の
貸付けと一体化していると認めることは困難であり，その収入は課税売上げ
に該当すると判断するのが相当である。

ウ  Ｇ及びＨの駐車場
前記前提事実(3)によれば，Ｇは，居室が８戸あるのに対し，駐車場は５台

分，Ｈは，居室が１０戸あるのに対し，駐車場は２台分しかないことが認められ
る。

そうすると，これらについては，入居者各戸に駐車場が割り当てられるわけ
ではなく，その時々の駐車場の空き具合とか借受け希望者の数などの事情に
よって駐車場の使用状況が左右される上，駐車場を賃借している者の賃貸借
契約においては，それぞれ家賃とは別に駐車料が定められており，駐車場は
住宅とは別の賃貸借契約の目的物とされていると推認されることに照らせば，
その駐車場の貸付けが住宅の貸付けと一体化されていると認めることはでき
ない（Ｈにおいて，このような一体性が認めにくいことは，原告の自認するとこ
ろである。）から，その収入は課税売上げに該当することが明らかである。

３  争点(3)（本件教会賃料の消費税等課税売上げ該当性）について
(1)　本件教会の所有権の所在について

ア　被告の主張の検討
被告は，本件各課税年度において，本件教会（ただし，増築前の部分。以

下，断りのない限り，同様）の所有権が原告に属すると主張するところ，①原
告とＩ教会（Ｊ）との間で「建物賃貸借契約書」が作成されており，その内容も，
原告が所有者であることを前提としていることが明らかであること（甲８），②本
件教会の増築時に作成された「建物建築合意書」においても，Ｉ教会は，１０年
間の使用期間経過後，増築建物を撤去して原状に復する旨記載されており，
原告が所有者であることを前提としていること（乙５），③原告は，昭和６３年か
ら１５年間にわたり，本件教会賃料を課税売上げとして申告してきたものであ
り，反面，所得税の申告に当たり，本件教会の取得費８００万円を減価償却費
として計上してきたこと（乙８の１ないし５，証人Ｐ），④本件教会の登記簿に
は，昭和６３年の建築当初から，原告を所有者とする保存登記等がなされて
いること（甲７），⑤原告の主張のとおりであるなら，原告が工面した建築費用
８００万円をＩ教会に貸し付けたことを証する消費貸借契約書や，その完済まで
本件教会の所有名義人を原告とする旨の譲渡担保設定契約書が存在して然
るべきところ，これらは存在しないことなどの事情を総合すれば，本件教会の
所有権は原告に属していたと認められる。

イ　原告の主張の検討
これに対し，原告は，金融機関から借り受けた８００万円をＩ教会に貸し付

け，Ｉ教会がこれを資金として建築請負契約を締結し，本件教会を建築したも
のであるから，その所有権はＩ教会に属するものであるが，上記貸金の完済ま
で，原告の所有名義とする譲渡担保設定契約が締結されたと主張し，その根
拠として，①Ｊを発注者とし，株式会社Ｕを請負者とする本件教会新築「工事
請負契約書」（甲６）が存在すること，②当初，Ｉ教会に貸し付けた８００万円の
分割返済額と本件松井町土地の地代相当額を加えた２５万円をもって月額賃
料としており，その後，分割返済期間が終了した平成９年１２月１５日にさかの
ぼって，賃料が地代相当額に減額されていること（甲９，１１），③Ｉ教会が本件
教会を増築した際に名義人である原告に課せられた不動産取得税は，Ｉ教会
が負担していること（甲１０）などを挙げる。

そこで，まず①について検討するに，なるほど，甲６はＪを発注者とする「工
事請負契約書」であるが，その「４　請負代金の額」欄には，「９５０万円の内　
￥１．５００．０００」と記載され，請負代金総額と比較して僅少な内金について
のみ表示されているところ，この金額が前払金，頭金，初回支払金などではな
く，Ｊの支払う全額であることは，「５　請負代金の支払」欄の記載内容に照らし
て明らかである。また，「３　引渡の時期」欄に何らの記載もないことからする
と，請負者からＪへの引渡しは予定されていなかったとも考えられる。そうする
と，請負代金の大部分である８００万円についても，同様の工事請負契約書
が作成され，かつ，その発注者の表示が原告であったと推認することができ
る。したがって，甲６をもって，Ｊが本件教会新築工事の発注者であり，完成後
にその所有権を取得したと認めることはできない。



次に，②について検討するに，証人Ｂの証言によれば，甲９は，原告がＪに
貸し付けた８００万円のうち，自己資金１００万円を除いた金融機関からの融
資金７００万円を，年利６．１２パーセントで１２０回（１０年間）の均等分割弁済
するときの月額返済金額（７万８１３６円）を計算し，これに本件松井町土地の
地代相当額等を加えて，月額２５万円の賃料額を算出した際のメモである旨
証言するところ，仮に原告がＪに８００万円を貸し付けたのであれば，その返済
元本を８００万円として計算しなければならないはずであり（この点について，
証人Ｂは，今となっては計算方法ははっきり分からない旨証言する。），これを
７００万円として計算したことは，Ｂとしては，原告がＪに対して８００万円を貸し
付けたとの認識を全く有していなかったことを裏付けるというべきである。そし
て，書面中に，「建物賃貸借契約」の文言が複数回にわたって記載されている
こと（この点は，甲１１，１４でも同様である。），借入金７００万円を前提とした
月額返済金額が，本件建物関係の諸費用として原告が負担することが予想さ
れる固定資産税，火災保険料，不動産取得税，登録免許税等と並べて記載さ
れていることなどに照らすと，月額返済金額が賃料に含められているのは，原
告が融資を受けた金融機関に負担する分割返済金をＪから収受する賃料に
転嫁するためであったにすぎないと解するのが相当であり，結局，甲９は，被
告の主張を裏付けるものではあっても，原告の主張を支持するものとは到底
いえない。さらに，甲１１によれば，建築費・諸経費の償却（１０年返済　月額８
万２８７７円）が１０年間で終わったことから，家賃をそれまでの地代相当額１６
万７１２３円に上乗せをして２０万円に改定する旨の提案をＡがＪに示したこと
が認められ，この事実からは，その後の「家賃」が「地代相当額」を基礎として
定められたこと自体は首肯できるものの，他方で，本件建物の建築費等の償
却部分がなくなった代わりに，それまでの地代相当額をそのまま賃料とするの
ではなく，ある程度の金額を上乗して改定されたことも明らかであるから，甲１
１も原告の主張を裏付けるものとはいえない。

最後に③について検討するに，甲１０は，原告に対して納付通知のあった
本件教会についての不動産取得税について，Ｊへ求償を求める書面であると
認められるが，甲７，１２及び１３によれば，Ｊは，平成７年２月ころ，信者から
工面した約２４００万円の資金をもって本件教会の増築工事を行い，これによ
る価値の増加を５分の４と評価して（当初の本件教会の建築費が９５０万円で
あったのは上記のとおりであるが，年月の経過による減価を考慮して，この割
合を決定したものと推測される。），同年５月３０日受付をもって所有権一部移
転登記がなされていることが認められるから，上記の不動産取得税は，増築
分に関するものであったと推認することができる。そうすると，本件教会の当
初からの部分，換言すれば増築後の本件教会の持分５分の１についても，Ｊ
の所有であったことを認めるものではないというべきである。

ウ　小括
以上のとおり，原告の指摘する事情，証拠を検討としても，本件教会が原

告の所有（増築後は共有者）であり，原告との間の賃貸借契約が本件教会を
目的物とするものであったとの前記認定を覆すことはできない。

４　本件消費税等課税処分の適法性について
２，３の判断を基に，原告の消費税等の課税売上高を計算すると，別表２記載の

とおりとなり，これを前提として関係法令を適用して消費税等の税額を算出すると，
別表３記載のとおりとなるところ，この金額は，平成１１年及び平成１２年課税期間
については原処分の納付すべき消費税額等を上回っており，平成１３年課税期間
についてはそれと同額となるから，本件消費税等課税処分は適法というべきであ
る。

５　結論
よって，原告の本訴請求のうち，本件所得税更正処分（ただし，平成１５年３月２

５日付け異議決定によって一部取消後のもの）のうち申告額を超える部分及びこれ
についての過少申告加算税賦課決定処分の取消しを求める部分は理由があるか
らいずれも認容することとし，その余の請求はいずれも理由がないから棄却し，訴
訟費用の負担につき，行訴法７条，民訴法６１条，６４条を適用して，主文のとおり
判決する。
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